
 

平成２５年３月８日 

 

 

平成２５年度上半期のセーフティネット保証５号の指定業種 

を公表します 

 
経済産業省は、業況の悪化している業種に属する事業を行う中小企業者を対

象とするセーフティネット保証５号について、平成２５年度上半期の指定業種

を公表します。 

 
平成２５年４月１日から平成２５年９月３０日までのセーフティネット保証

５号（別紙１参照）の対象業種の指定については、現在適用しているソフトラ

ンディング措置※を半年間延長して適用し、別紙の業種を指定することとしまし

た。（別紙２参照） 
 
※最近月の売上高等がリーマンショック前比５％以上減少等。 
 
 
別紙１：セーフティネット保証５号の概要 
別紙２：セーフティネット保証５号の指定業種 

（平成２５年４月１日～平成２５年９月３０日） 
 
 
                      
 

（本発表資料のお問い合わせ先） 

 中小企業庁事業環境部金融課長 三浦 章豪 

     担当者： 呉村、田中 

  電 話：０３－３５０１－１５１１（内線 ５２７１～５２７５） 

      ０３－３５０１－２８７６（直通） 



セーフティネット保証５号の概要

１．対象者

業況の悪化している業種（※１）に属する事業を行う中小企業者であって、経営の安定に支障

が生じていることについて、市区町村長の認定を受けた中小企業者。

２．企業認定基準

指定業種に属する中小企業者であって、以下のいずれかの基準を満たすこと。

イ ） 最近３か月間の売上高等が前年同期比で５％以上減少している中小企業者。

ロ ） 製品等原価のうち２０％を占める原油等の仕入価格が２０％以上上昇しているにもかかわらず製

品等価格に転嫁できていない中小企業者。

ハ） 円高の影響によって、原則として最近１か月の売上高等が前年同月比で１０％以上減少し、か

つ、その後２か月を含む３か月間の売上高等が前年同期比で１０％以上減少することが見込まれ

る（※２）中小企業者。（※３）

※２： 最近２か月の売上高等の実績値とその翌月を含む３か月間の見込み値で認定申請することも可能。
※３： 売上高等の減少が円高によるものであることを具体的に記述した書面（理由書）が必要。

３．保証限度額、保証割合、保証料率

保証限度額： 一般保証とは別枠で、無担保保証８千万円、最大で２億８千万円

保証割合 ： 借入額の１００％

保証料率 ： 概ね１．０％以下

※１： 過去の業況に比して直近の業況が悪化している業種を指定。

別紙１



通番

日本標準産業
分類（平成１９
年１１月改定）
細分類番号

指定業種

1 0113

野菜作農業（きのこ類の栽培を含む）（製造加工設備を有するもやし栽培
農業、作業所内において工場的生産設備（最小限温度又は湿度調節装
置及び育成管理室を有することが必要。以下同じ。）をもって生産及び卸
売する菌床栽培方式のきのこ栽培農業、並びに作業所内において工場
的生産設備をもって生産及び卸売する苗床栽培方式のかいわれ大根栽
培農業に限る。）

2 0116
工芸農作物農業（製造加工設備を有する茶作農業であって、荒茶及び仕
上茶の製造を行っているものに限る。）

3 0221 素材生産業
4 0242 素材生産サービス業
5 0541 花こう岩・同類似岩石採石業
6 0542 石英粗面岩・同類似岩石採石業
7 0543 安山岩・同類似岩石採石業
8 0544 大理石採石業
9 0545 ぎょう灰岩採石業
10 0546 砂岩採石業
11 0547 粘板岩採石業
12 0548 砂・砂利・玉石採取業
13 0549 その他の採石業，砂・砂利・玉石採取業
14 0551 耐火粘土鉱業
15 0552 ろう石鉱業
16 0555 けい石鉱業
17 0556 天然けい砂鉱業
18 0559 その他の窯業原料用鉱物鉱業
19 0592 ベントナイト鉱業
20 0593 けいそう土鉱業
21 0594 滑石鉱業
22 0599 他に分類されない鉱業
23 0611 一般土木建築工事業
24 0621 土木工事業(別掲を除く)
25 0622 造園工事業
26 0631 舗装工事業
27 0641 建築工事業(木造建築工事業を除く)
28 0651 木造建築工事業
29 0661 建築リフォーム工事業
30 0711 大工工事業(型枠大工工事業を除く)

セーフティネット保証５号の指定業種
（中小企業信用保険法第２条第４項第５号の指定業種）

指定期間：平成２５年４月１日～平成２５年９月３０日

※１：この表に掲げる業種は、日本標準産業分類（平成２１年総務省告示第１７５号）
において分類された業種区分によるものとする。

※２：指定期間とは、市町村長又は特別区長に対して認定を申請することができる期間
をいう。

別紙２
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通番

日本標準産業
分類（平成１９
年１１月改定）
細分類番号

指定業種

31 0712 型枠大工工事業
32 0721 とび工事業
33 0722 土工・コンクリート工事業
34 0723 特殊コンクリート工事業
35 0731 鉄骨工事業
36 0741 石工工事業
37 0742 れんが工事業
38 0743 タイル工事業
39 0744 コンクリートブロック工事業
40 0751 左官工事業
41 0761 金属製屋根工事業
42 0762 板金工事業
43 0763 建築金物工事業
44 0771 塗装工事業（道路標示・区画線工事業を除く）
45 0772 道路標示・区画線工事業
46 0791 ガラス工事業
47 0792 金属製建具工事業
48 0793 木製建具工事業
49 0794 屋根工事業（金属製屋根工事業を除く）
50 0795 防水工事業
51 0796 はつり・解体工事業
52 0811 一般電気工事業
53 0812 電気配線工事業
54 0821 電気通信工事業（有線テレビジョン放送設備設置工事業を除く）
55 0822 有線テレビジョン放送設備設置工事業
56 0823 信号装置工事業
57 0831 一般管工事業
58 0832 冷暖房設備工事業
59 0833 給排水・衛生設備工事業
60 0839 その他の管工事業
61 0891 築炉工事業
62 0892 熱絶縁工事業
63 0893 道路標識設置工事業
64 0894 さく井工事業
65 0913 処理牛乳・乳飲料製造業
66 0914 乳製品製造業（処理牛乳，乳飲料を除く）
67 0919 その他の畜産食料品製造業
68 0923 水産練製品製造業
69 0924 塩干・塩蔵品製造業
70 0932 野菜漬物製造業（缶詰，瓶詰，つぼ詰を除く）
71 0941 味そ製造業
72 0942 しょう油・食用アミノ酸製造業
73 0943 ソース製造業
74 0949 その他の調味料製造業
75 0951 砂糖製造業（砂糖精製業を除く）
76 0952 砂糖精製業
77 0953 ぶどう糖・水あめ・異性化糖製造業
78 0961 精米・精麦業
79 0969 その他の精穀・製粉業
80 0971 パン製造業
81 0979 その他のパン・菓子製造業
82 0992 めん類製造業
83 0993 豆腐・油揚製造業
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